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第一章　緒言

1－1　研究の背景

　波浪には大きく分けて風波とうねりがあり1），前者は風により発生し風の

作用を受けているものであり，後者は外洋にて発生した風波が，無風の海域

に伝播してきたものである。波浪は，陸上から眺めている限りは美しい風

景の一部とも言えるものであるかもしれないが，ひとたび洋上にて活動し

ようとすれば，外洋における大型船の遭難や沿岸域で多い漁船の転覆，ま

た，防波堤や海岸堤防の破壊などを引き起こす大きな要因となる。このた

め，波浪には比較的昔から関心が払われていたが，現象が極めて複雑であ

るため，普通の水面波と比較すると研究が非常に遅れていた。

　近代的な波浪の研究はH．U．SvedrupとW．H．Munk1・2）により，1940年代後半か

ら始まった。なお，それ以前ではHaroldJeffreys（1924）3）が風波の発生に関する

優れた理論的研究を行っている。Svedrupらによる波浪推定研究が発端とな

り，戦後急速に波浪の研究が進行した・Svedrupらによる研究当時では基礎的

研究の蓄積がほとんどなかったため，まだまだ波浪研究は未完の領域であっ

た．また，用いている波浪データも目視観測によるものが多く，十分な精度

ではなかった。しかし，その後は精度の高い観測値を用いてアメリカの海岸

工学者Bredshneidef（1958）4）やWilson（1965）5）らにより波浪推定式の改良が進み，

次第に精度の高いものとなっていった。このようにして完成された波浪推定

法はSvedrup，Munk，Bredshneiderの3人の頭文字をとって，SMB法と呼ばれて

いる1）。また，Wilsonの提案した推定式は精度が高く現在でもよく用いられ

ている。

　波浪推定法はその後もH．G丘nther，W．Rosenthal（1979）6），LCavaleri，P．Malanotte－

Rizolli（1981）7），C．Graham（1982）8）などさまざまな波浪推定法が提案されてきた。

さらに，第二世代波浪推定モデルとしてL．H．Holth両sen，N．Bo両，T．H．C．Herbers
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によりHISWA（HIndcast　Shallow　WAter　W翫ves）9）が提案され，用いられてきた10）。

　現在，第三世代波浪推定モデルとしてWAM（WAveprediction　Model）がWAMDI

Group（1988）11）によって提案され，高い推定精度を示し広く普及し検証されて

いる12）。日本においても橋本ら（1999）13）や川口ら14，15），T．Kobayashiら（2004）16）

によるWAMの検証などが報告されており，また，諸外国におけるさまざまな

沿岸域においても用いられている17，18，19）。さらにWAM同様，第三世代波浪

推定モデルとして，SWAN（SimulatingWAvesNearshore）がN．Buuijら（1999）20，21）

により提案されており，沿岸域における波浪推定法として用いられている

22，24）。またShan－Hweiら（2002〉23）により台湾における台風による風波のシミュ

レーションとして用いた報告もあり，第三世代波浪推定モデルであるWAM，

SWAN等が幅広く用いられている。

　一方，電気工学の分野などで急速に進んだ雑音理論の影響を受けて，イ

ギリスのLonguet．Higginsら（1g52，1956）25，26）により不規則な波浪を記述するた

めの統計的理論が急速に整備された。また，Neumann（1953）27）は波の観測結

果をもとに初めて波浪のスペクトル型を提案した。同様にW．J　Pierson，Jr．と

L．Moskowitz（1964）28）によりP－M型として波浪のスペクトル型が提案され，現

在ではP．M型を基にしたITTC29，30），ISSC31），JONSWAP32・33）などのスペクトル

型が用いられている。また，Y．Toba（1973）34）により同様に鳥羽型として波浪

のスペクトル型が提案されている。

　その後も波浪スペクトルに関する研究は進められ，例えば合田（1987）35）に

よる数値シミュレーションを用いたスペクトルの研究や，風の変化に伴うス

ペクトルの応答（Toba，Y．，etal．，1988）36），離散スペクトルを用いた波浪の伝播

に関する研究（Booij，N．，Holthuijsen，L．H．，1987）37）などもある。さらにはS．Takeda

ら（2003）38）による台風の通過時といった特殊な条件下における波浪スペクト

ルの適合性の評価なども報告されている。
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　しかしながら，上記に記すように今日まで波浪に関する研究が多様に行

われてきているものの，波浪の現象が極めて複雑であり，波浪の発生・発達

の要因もさまざまであるため，完全な解明はなされておらず，現在も波浪研

究は盛んに行われている1）。

1－2　研究の目的

　海に囲まれた島国である日本にとって，漁船漁業は非常に重要な産業であ

る。日本における漁船は，その大半が20トン未満の小型漁船である。日本の

漁船のうち，約98％が20トン未満の小型漁船であり，さらに約79％を7トン

未満の小型漁船が占めている39）。このような小型漁船にとって，大型船など

では大きな影響とはならないような1m前後の波高でさえ大角度動揺を生じ

る可能性があり，甲板上での作業が困難となるばかりでなく，危険を伴う場

合が十分に考えられる。昭和63年から平成9年までの10年間で発生した日本

における海難事故のうち，約3g％が漁船である40）。また，プレジャーボート

も含めた小型漁船の海難事故は多発しているのが現状である4η。

　しかしながら，このような比較的低い波高を対象としているような研究

は少なく，また，小型漁船の安全性の確保を目的としているような研究報

告42・43）はさらに少ない。特に海域を東京湾に限定すると，ほとんど見られ

ない。

　東京湾は非常に船舶の輻較した海域である。平成12年10月30日～31日の

48時間で観測された隻数は8，525隻で，総隻数の8割（84％）以上が昼間の航行

船であり，船型別では5総トン未満が3，928隻（うち漁船が3，353隻）で，昼間総

隻数の半分近く（46％）を占めており44），小型漁船の隻数が非常に多い。さら

に48時間中に観測された操業中の漁船は極めて多く，のべ7988隻にも及んで

いる45）。
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　Fig．L1に有義波高と東京海洋大学実習艇「ひよどり」（19GT）の最大横揺れ

角振幅との応答関係を示す。この応答関係は「ひよどり」を用いて東京湾に

て実計測した資料を基に解析したものであり，有義波高は船体動揺と同時

に計測した海面変位より求めた値である。図に示すように有義波高が1m付

近で，最大で40deg近い揺れを計測しており，1m前後の波浪が大動揺を生じ

させていると考えられる。この応答関係はあくまでも「ひよどり」のもので

あるが，5トン未満の漁船を考慮すれば，さらなる大動揺を生じさせること

が十分に考えられ，操業に支障を来すだけでなく，危険を伴う可能性は非常

に大きくなると考えられる。

　このような日本における小型漁船の割合や，東京湾における小型漁船の

現状，さらには波浪が小型漁船の船体動揺へ与える影響を踏まえると，小

型漁船の安全操業に支障をきたすような波浪に対する解析は必要であると

考える。そこで，小型漁船に大きな影響を与えるような1m前後の波浪を研

究対象とし，その波浪特性を捉え，実際の現場において誰しもが容易に波

浪推定を行えるような方法の提案を行い，小型漁船の安全操業への一助と

することを目的とした。
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1－3　研究の概要

　本論文は6章からなる。本章である緒言に続き第二章以降の概要を以下に

記す。

　第二章r解析資料の計測」では，本研究で用いている波浪の解析資料の計

測方法等について述べる。本研究で用いている解析資料は全て東京湾にお

いて東京海洋大学実習艇rひよどり」を用いて計測したものであり，計測方

法や，各計測機器の解説等について詳しく述べる。また，計測された海面変

位資料等の解析前に行う統計的処理等について述べ，さらに本研究で用い

る吹送距離の定義についても詳しく述べる。

　第三章r波浪スペクトルの時間的変化」では，実海面で計測された海面変

位資料をもとにパワースペクトルの時問的変化を捉え，パワースペクトル

のピーク．周波数帯の変化から，小型漁船の安全性をふまえた考察を行う。具
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体的には海面変位資料を短時間で区切り，各時間分割における変化と，原パ

ワースペクトルとの相違点をとらえ小型漁船の船体横揺れ固有周期との関

係をふまえた考察を行う。また，従来から用いられているスペクトル法にお

ける問題点等について考察する。波浪の時間的な定常性の維持をパワース

ペクトルの変化と共に考察し，また，非定常性有する可能性について，サロ

ゲートデータ法46）を用いて検討する。

　第四章「波浪スペクトルタイプ」では，波浪スペクトルタイプの検討を行

い，東京湾における波浪スペクトルタイプヘの適用の可否について述べる。

ここでは，実計測資料を基にして求めたパワースペクトルの両軸に対数を

とり，高周波域におけるパ「ワースペクトルの特性を求めることにより，東京

湾におけるスペクトルタイプの分布を捉え，さらに一般的に用いられるス

ペクトルタイプとの適合について考察を行う。

　第五章r有義波高の推定」では，実計測された海面変位，吹送距離および

風速を基に東京湾における簡易推定式を提案し，その有効性について検討

する。実計測された資料を基にして提案式中の各係数の推定を行い，入力

が吹送距離および風速のみの簡易推定式を提案するものである．また，従

来から広く普及しているWilson5）の推定式との比較を行い，その有効性につ

いて考察する。さらに波浪と船体動揺との応答間関係を基に，推定した有

義波高を用いて船体動揺の推定まで行い，小型漁船への安全性を考察する。

　第六章では，本論文の成果をまとめ，小型漁船の安全性確保への有用性，

および今後の課題等について述べる。
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第二章　解析資料

2．1　緒言

　波浪の研究において波浪計測は必須であり，海面状態を知る上で非常に重

要である。これまでさまざまな計測方法が提案されており，実用化されてい

る。マイクロ波ビームを海面に向かって発射し，海面で反射し，戻ってくる

までの時間を測定する方法や，海面付近に不動点を設け，これを基準とした

浮体の変動により測定を行うブイ型波浪計などがある。さらに，衛星に設

置したマイクロ波高度計を用いる方法などもある1）。

　波浪情報を提供している機関もあり，例えば（独）港湾空港技術研究所によ

る全国港湾海洋波浪観測年報などがあり，また近年ではインターネット等の

急速な普及に伴い，ホームページ上において波浪情報の提供を行っていい

る（独）港湾空港技術研究所のナウファス（http：／／www．mlit．gojp／kowan／nowphas／）

などがある。これにより誰しもが容易に波浪情報を入手することが可能で

ある。

　ただし，このような提供されている波浪情報から，短時問における波浪の

時系列資料を得ることは非常に困難である。波浪は風速等の変動に対応し，

緩やかに変動しているため，長時間の波浪において定常な確率過程と見な

すことは困難である。しかしながら，10分ないし20分程度の短い時間にお

ける波浪の統計的性質の変化は極めて緩やかであるため，十分な近似で定

常な確率過程と見なすことができる。

　そこで本研究ではこのような波浪の定常性を考慮し，短時問における波

浪の時系列資料を解析の対象とした。波浪計測に用いた計測装置は，東京海

洋大学実習艇「ひよどり（19GT）」の船首先端に設置したマイクロ波式波高計

（株式会社鶴見精機　WM－2型〉である。・また同時に動揺慣性測定装置（株

式会社ト、キメック　TMOS－1500型）を用いて，「ひよどり」の船体動揺の計測

　　　　　　　　　　　　　　　　7



を行った。計測装置の原理について以下に概説する。

2．2　計測装置

2－2－1　マイクロ波式波高計

　マイクロ波式波高計とはマイクロ電磁波を利用し，マイクロドップラー効

果を用いて船舶上の固定位置より海面の上下変位量を測定して海面の変位

を計測するものである。ドップラーセンサのマイクロ波発信器からのマイ

クロ波をホーンアンテナにより海面に向けて発射すると，海面からの反射

波がセンサ部に受信され，センサ部の2組の検波ダイオードにより海面の

上下動による発生ドップラ周波数がその上下動の極性も含めて検出される。

ドップラ周波数を可逆性カウンタにより積算することにより海面の変位量

が測定できる。

　船舶に搭載した場合この方式で測定した海面変位は船体自身の上下動揺

量も含んでいるため，ドップラーセンサの取り付け位置付近に上下加速度セ

ンサを設置し，積分回路により船体上下量を求め，先の海面変位量の値か

ら差し引き演算を行い，いわゆる絶対海面変位量を算出する。また，加速度

センサは適当なダンピング特性を持ったジンバル装置に搭載し，船体の横揺

れ・縦揺れによる影響を取り除いている。本装置の主な仕様ならびに回路構

成は以下の通りである。

本装置の波高精度：測定値の±10％以内（周期15s以下に対し）

　　　表示：有義波高，及び平均出会い周期（デジタル3桁）

　　　出力：実波高　　　　　　』　　　±5［v］／±10［m］

　　　　　　平均出会い周期　　　　　　5［v］／20［s】

　　　　　　レーダー波高（相対波高）　1［v］／10［m］

　　　　　　船位（上下変位）　　　　　1［v］／10［m］
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回路構成：

1）ドップラーセンサ信号から海面の変動を演算する回路

2）加速度計の信号から船位の変動を演算する回路

3）1）と2）の出力の差から実波高を演算する回路

4）3）の出力から有義波を演算する回路

5）3）の出力から平均周期を演算する回路

　本計測では，船体上下量出力端子と実波高出力端子からの出力を記録し

た。それぞれの出力は，船位上下量が±1［vl／±10［m］，実波高出力は±5［v］／

±10［m］となっている。Fig．2．1に波高計測装置の構成図を示す。

ドップラーセンサ

加速度計

中継器

・ケーブル接続端子

AC100V

波高演算表示部

AC100V

口．

A／D変換器

AC100V

AC100V

Fig．2．1System　block　diagram　of　the　wave　height　measu血g　device
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2－2－2　動揺測定装置

　動揺測定装置TMOS．1500型は3次元空問を航行する航走移動体の方位角，

姿勢角，角速度，及び加速度を計測して連続出力するシステムである。計測

方式は振動ジャイロ（TFG－160）と加速時計（TA－25）をそれぞれ3個ずつ，磁

気方位センサ（MAS－20G／MAS．20）1個を移動体に設置したストラップダウン

方式である。

　当該装置は7個のセンサ出力から，移動体固定座標系より地球座標系に

変換する座標変換行列を求め，計算機内部に仮想の指北，水平プラットホー

ムを作り，地球座標に対する移動体の方位角，姿勢角，ロール角などを出力

する。

装置の構造は4つの部分に分けられている。

　（1）センサユニット：振動ジャイロ（TFG－160）及びサーボ加速度計（TA－25）

がそれぞれ3個ずつ内装され，機体の三軸角速度及び加速度を検出するユ

ニットである。

　（2）磁気方位センサ1地磁気より方位を検出するセンサである。磁気方位

センサは，2種類あり下記の使用条件より，MAS．20G（ジンバル付き）または

MAS－20（ジンバル無し）のいずれを使い分ける。

　MAS－20G（ジンバル付き）　船舶等の姿勢計測

　MAS－20（ジンバル無し）　自動車等の加速度が大きいものに使用する。

　（3）演算ユニット：（1）と（2）の入力信号を基にマイクロコンピュータが演

算処理し，方位角，姿勢角，三軸角速度及び三軸加速度のアナログ信号を外

部へ出力するユニットである。

　（4）電源ユニット：各ユニットに必要な電源（＋5，±15［v］）を供給するもの

である。
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　本装置が観測するロールの分解能，周波数特性と測定精度はそれぞれ0．025deg，

15Hz（1次ローパスフィルタ）と±o．25。以下である。Fig．2．2に動揺測定装置シ

ステム構成図を示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　センサユニット

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　偽
　　演算ユニット

ooO

磁気方位センサ

　　　冴

o

外部電源　外部出力

電源ユニット

　　Fig22　System　block　diagram　of　the　TMOS－1500

2－3　計測方法

　本研究では，東京海洋大学実習艇rひよどり」を用いて海面変位および船

体動揺の計測を行った。実習艇「ひよどり」の主要目をT＆ble．2．1に，線図およ

び写真をそれぞれFig．2．3，Fig．2．4に示す。

Table。2．1

総トン数［GT］ Lα4m Lppm Bm Dm
19．00 19．70 16．55 4．50 1．55

　マイクロ波式波高計は船首先端に立てた支柱に設置し，加速度計をその

後方に設．置した。動揺測定装置は船舶のほぼ重心近くの位置（研究室）に設

　　　　　　　　　　　　　　　　11



Fig.2.3 Lines (body plan) of The research vessel," Hiyodori" , of Tokyo University of 

Marine Science and Technology 

Fig.2.4 
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The research vessel,"Hiyodori" , of Tokyo University of Marine Science and 

Technology 
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置した。サンプリング時間間隔は0．1sで，1回の計測時間を819．2sで海面変位

および船体動揺を同時に計測した。また，本研究で用いた解析資料は1997年

度から2003年度までに計測された167計測分の資料で，漂泊状態時に計測し

たものである。

　計測海域は東京湾内であり，その計測海域図をFig．2．5に示す・丸印で示し

た海域が主たる計測海域であり，計測日の風向等により吹送距離を長くと

れる条件と，一日の計測で往復が可能な範囲等を考慮したものである。

東京海洋犬学（昌川キャンパス》　　　　　i

・ゆ
　●
●

30，

　　ク　　，
　　●、！　　　i

　　　i　　　　l＿己

35020，N

o

●：計測海域

　40，　　　　　　　　　　　　1400E

Fig．2．5　　The　observation　points　in　Tokyo　Bay
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2－4　フィルター処理

　海面変位の計測時において，船首先端に波高計を固定しているため，船体

の縦揺れや上下揺れ等の影響により，波高計自体の変動があり，その変動量

を海面変位と同時に記録してしまう。また，うねりのような長周期波も同時

に計測される。そのため，波高計の後部に設置した加速度計により，船体動

揺の影響による波高計自体の変動分等を差し引いて計測を行っている。

　しかしながら，実際には加速度計のみでは波高計自体の変動分等の成分

波を取り除くことは困難であり，実質，計測された海面変位のままから船体

動揺に影響を及ぼしているような波浪を取り扱うことは困難である．実際

に計測された海面変位の時系列資料をFig。2．6に示す。また，Fig．2．6に用いた

解析資料のパワースペクトルをFig．2．7に示す。なお，パワースペクトルに関

する算出方法等においては，第3章および第4章に示す。

／，

0 100 200
1secI

300 400

　5

回0

　－5

400 500　　　　　　　　　　　　　　600　　　　　　　　　　　　　　　700

　　　　　　　［secI

Fig．2。6　　Time　series　of　the　wave｛iaもa

800

　Fig．2．6に示すように長周期波の成分に短周期波の成分が乗るように計測さ

れており，また，Fig2．7に示すパワースペクトルに表されるように，o．OHz～

　　　　　　　　　　　　　　　　14
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　　　　　　　　　Fig．2．7Wave　spectrum　ofthe　wave　data

O．1Hz付近において大きなピークが見られる。つまり，長周期波の成分と短

周期波の成分とが同時に記録されており，直接船上作業に支障を来すよう

な短周期波を扱う上で，この長周期波を取り除く作業を行わなければなら

ない。

　そこで，本研究では長周期波を取り除くため，フーリエ級数を用いたフィ

ルター処理を行った47，48，49）。

　（2．1）式にフーリエ級数を示す。ただし，αo，砺，δ．はフーリエ係数を表す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　綱一讐＋Σ（砺c・s…＋砺sin…）　　（2・1）

　　　　　　　　　　　　　η＝1

　さらに，フーリエ係数αo，砺，砺は次のように求める。ここで，Tは周期を
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表す。

　　　　　　　　　　　弓ズ帥　　　　（2の

　　　　　　　　　　　帰ズ∫＠）一血　　　（2刷

　　　　　　　　　　　砺一多ズ∫＠）曲…4z　　（2淘

　これによりフーリエ係数が求められ，さまざまな周期の成分波に分ける

ことができる。しかし，実際に使用する海面変位の時系列資料は連続して

おらず，離散であるため，次の（2．5），（2．6）式を用いてフーリエ係数を算出し，

各成分波に分解した。ただし，m二η／2である。

　　　　　　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　1　　　　　π」乞　　　　　　　　α置一荒ΣAc・s万（ど一・，・，2，…，η）　　（2・5）

　　　　　　　　　　　、㌍、
　　　　　　　　　　1　　　　　π1乞　　　　　　　　δε一石ΣAsin万（♂一・，2，…，η）　　　（2・6）

　　　　　　　　　　　乞＝0

　これより解析資料を各成分波に分解し，長周期成分波と短周期成分波と

に分け，（2．1）式を用いて各成分波の再合成を行い，直接船上作業に支障を来

すような短周期波を取り出した・実際にFig2・6に示す時系列資料を長周期波

と短周期波に分けた図をFig．2．8に示す。Fig．2．8の上図は長周期波を表し，下

図は短周期波を表す。
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2．5　吹送距離の定義

　海面変位および船体動揺の計測時に，船体に備え付けられている風向・風

力計の値，ならびに船の位置を同時に記録した。

　本研究ではFig．2．9に示すように，記録した風向を基に一定の風力で吹いて

いるものと仮定し，陸地の端から計測を行っている船までの距離を吹送距離

とした。なお，吹送距離は海図上で求めた。さらに，本研究で用いた吹送距

離の資料は最短で1280［m］であり、最長で49800［m］であった。

Fig。2，9　Definition　of　fbtch　in　this　paper

2－6　各代表値の算出法

　Fig．2．10に実際に計測した資料の一例を示す。上に海面変位を，下に横揺れ

角変位を表す。なお，この海面変位と横揺れ角変位は同時に記録されたもの

であり，海面変位に対する船体の横揺れの応答を示している。

　これらの得られた時系列資料は，0．1s毎の離散値であり，これだけでは平

均値，有義値，最大値等の値は得られない。そこでFig．2．11に示すような，ゼ

ロアップクロス（zero－upcrossingmethod）およびゼロダウンクロス法（zero－down
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crossingmethod）を用いて諸統計値を求めた50）。前者はFig．2．11の上図で示す

ように水位が上昇しながら平均水面と交差する時刻で区切って波高と周期

を決定する方法である。極浅海域での砕波現象等の把握に適当であると考

えられているのが，後者のゼロダウンクロス方であり，Fig．2。11の下図で示す

ように水位が下降しながら平均水面と交差する時刻で区切って波高と周期

を決める方法である。なお，日本では従来からゼロアップクロス法がよく用

いられてきている。

　これにより，波形の一波一波の値を読み取り，それぞれ一計測毎の平均値，

有義値，最大値の算出を行った。Fig．2．10に示した計測資料の一例の各値（ゼ

ロアップクロス法）は，海面変位では平均波高，有義波高，最大波高が，それ

ぞれ0．76m，1。18m，2．24mであり，横揺れ角変位では平均横揺れ角，有義（1／3最

大）横揺れ角，最大横揺れ角が，それぞれ14．6deg，23．Odeg，33．4degであった。た

だし，横揺れ角の場合，ゼロアップクロス法およびゼロダウンクロス法が山

から谷，もしくは谷から山までの値であるので，両振幅ということとなる。

　本研究で用いた全解析資料の内，有義波高は最小で0．18m，最大で1．18mで

あり，さらに最大波高では2．24mを示す資料を得た。また，船体横揺れ角（両

振幅）では，最大で40．5degを示す資料を得ている。
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第三章　波浪スペクトルの時間的変化

3－！　緒言

　波浪の発生・発達に関わる要因はさまざまであり，波浪を構成する成分も

多種多様である。第二章においても記したように，長時間の波浪において

定常な確率過程と見なすことは困難であるが，10分ないし20分程度の短い

時問における波浪の統計的性質の変化は極めて緩やかであるため，十分な

近似で定常な確率過程と見なすことができる1）。

　しかしながら，甫喜本らによる北海道渡島半島内浦湾（噴火湾）における

波浪の定常性・非定常性に関する研究報告51）では，噴火湾における波浪パ

ワースペクトルの短時問における変動を捉えることにより非定常性を有す

ると結論付けており，非定常パワースペクトルの予測が行われている。

　そこで本章では，東京湾における海面変位の計測資料を基に，小型漁船

の安全操業という観点から考慮した波浪スペクトルの時間的変化の検証を

行った。また，波浪スペクトルの時間的変化を捉える際の問題を浮き彫りに

し，スペクトル解析を行う上での注意点等の提言を行うことを目的とした。

3－2　解析資料

　本章で用いた解析資料は，、第二章で記したとおり，東京海洋大学実習艇rひ

よどり」の船首先端に設置したマイクロ波式波高計により漂泊状態で計測

した海面変位である。1回の計測時間は8！9．2sであり，サンプリング時問間隔

は0．1sである。

　使用した解析資料は167計測分の癬析資料であり，有義波高で0．18m～1．18m

であり，平均周期はL76s～3．66sであった。
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3－3　波浪スペクトルの時間的変化

3－3－1　解析方法

3－3．1、1　パワースペクトルの算出

　本章では東京湾における波浪周波数特性を捉えるために，167計測分全て

においてパワースペクトルの算出を行った。パワースペクトルの算出には

直接フーリエ変換を行い算出するピリオドグラム（preiodogram）法を用いた

47，52）。ピリオドグラム法とは，フーリエ振幅の二乗でスペクトルを表現する

ものである。

　ピリオドグラム法を用いたパワースペクトルの算出方法は以下の通りで

ある。

　まず，下記の（3．1）式を用いて海面変位の時系列資料ッ．に対しフーリエ変換

を行う。ここで，ん二〇，＿，Nである。

　　　　　　　　　　　　　　へ
　　　　　　　　　　耳一ムオΣΨηexp（一乞2π剛N）　　　　（3ユ）

　　　　　　　　　　　　　　η＝1

　これより，下記の（3．2）式を用いてパワースペクトル（S（∫））の算出を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　S（∫）＝　1鞍12　　　　　　　　（3．2）
　　　　　　　　　　　　　　　　ノV△孟

　なお，自己相関関数よりフーリエ変換を行い算出するBiackman－Tukey法52）

は計算速度は速いものの，分解能が低いため短時間におけるパワースペク

トルの形状を捉えにくいため，用いていない。

　Fig。3．1にピリオドグラム法及びBlackman－Tukey法を用いて求めたパワース

ペクトルの一例を示す。上図がピリォドグラム法を用いた場合であり，下図

がBlackman．Tukey法を用いた結果である。なお，両手法を用いる際に使用し

た資料は同一のものである。また，Blackman－Tukey法の計算方法は下記の通

りである。
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　まず次の（3．3）式により海面変位の時系列資料（シ．）の自己相関関数0（τ）を求

める。ここで，τ（＝0，．．．．，㎜：m＝ノV／10）はTimeLagを表す・

　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　　　　σ（τ）誌Σ”…　　　　（3・3）

　　　　　　　　　　　　　　　　π＝1

　これにより得られた自己相関関数を次の（3．4）式に示すフーリエ変換を用

いてパワースペクトル（S（∫〉）の算出を行った・なお，ムォはサンプリング周期

（0．1s）を示す。

　　　　　　　S（∫）一［α＋2讐呵誓）土砺州△孟　（34）

　Blackman．Tukey法は古くからある方法ではあるが，計算の原理が明確でプ

ログラム上もとくに困難な点がない上，分解能がやや低くなりがちではあ’

るが安定したスペクトル推定が可能であるため，現在もなお利用されてい

る方法である。

　また，パワースペクトルの時間的変化を捉える指標として，次の（3．5）式

で表されるパワースペクトルの帯域幅を示す帯域幅パラメータεを用いた。

ここで，皿ηはパワースペクトルの原点まわりのη次モーメントであり，（3．6）

式により表される。また，パワースペクトルの時問的変化の検証において，

Blackman－Tukey法では時系列を細かく区切るに連れ，分解能も大きく落ちる

ために帯域幅パラメータεの値が大きく変化し，バラつきが激しくなる現象

をピリオドグラム法を用いた計算結果を使用することにより，回避した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　m釜
　　　　　　　　　　　　　ε＝1一　　　　　　　　　　　（3．5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　7η07n4

　　　　　　　　　　　　砺一∠OQs（ω）　ω　　　（3・6）

　Fig．3．1に示すのは解析資料が200．Os間の海面変位における結果を示すが，

上図に示、すようにBlackman－Tukey法を用いた結果では分解能不足のために

　　　　　　　　　　　　　　　　24



、波形が崩れてしまい，細かい周波数帯での表示が不可能となっている。これ

は，Blackman－Tukey法の計算過程において自己相関関数を用いているためで，

TimeLagを一解析資料におけるデータ数の十分の一としていることが原因

である。計算速度が速いのもこのためであるが，使用する解析資料の時問

問隔を短くすればするほどTimeLagの数が減るため分解能が低下してしま

う。また，TimeLagを多く取ればそれだけ分解能も向上するが，自己相関関

数自体の精度が低下するため，それに伴い自己相関関数を基に算出される

パワースペクトルの精度も低下してしまう。

　これに対し，Fig．3．1の下図に示すピリオドグラム法を用いた結果では十分

な分解能を持ち合わせ，さらに直接フーリエ変換を行っているため，精度も

保障される。ただし，一解析資料分のデータ全てに対してフーリエ変換を

行うため，計算に時間を要する欠点がある。
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3－3－1－2　波浪スペクトルの時間的変化の捉え方

　本研究で用いた海面変位の解析資料167計測分のパワースペクトルを上記

のピリオドグラム法を用いて算出し，さらに，解析資料を400．Osを境に区切

り，それぞれのパワースペクトルを同様にピリオドグラム法により求めた。

また，解析資料を200．Os毎に区切り，上記のようにパワースペクトルの算出

を行った。

　これにより，解析資料の基のパワースペクトル，400．Os毎のパワースペク

トル及び200．Os毎のパワースペクトルを比較することにより，波浪のパワー

スペクトルの時問的変化を捉え，小型漁船の安全操業に支障を来すような

波浪の周波数特性の解析を行った。

3－3－2　結果及び考察

　パワースペクトルの短時間における変化を捉えるために400．Osおよび200．Os

毎に時系列を区切り，それぞれのパワースペクトルを算出し，検証を行った。

その結果の一例（E1／3＝1。18m）をFig．32，Fig・3・3・F玉9・3・4に示す・Fig・3・2は一計

測分（819．2s）のパワースペクトルである。Fig，3．3はFig．32で用いた時系列資料

を400．Osで区切り，それぞれのパワースペクトルを算出した結果である。ま

た，同様にFig．3．4はFig．3．2で用いた時系列資料を200．osで区切り，それぞれの

パワースペクトルを算出した結果である。

　Fig．3．2に示すパワースペクトルの帯域幅パラメータεの値はo．42であった。

それに対し，Fig．3．3，Fig．3．4で示すそれぞれ400．Os，200．Os毎におけるパワース

ペクトルのεの値も0．41～0．44と，ほとんど変化が見られなかった。この傾向

は他の資料においても同様で，εの値に時問的な変化がほとんど認められな

い結果となった。すなわち，パワースペクトルの帯域性に関しては，短時間

ではほとんど変化しないこととなる。
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　Fig．3．3に示す400．os毎に区切った結果では，Fig．3．2に示す元のパワースペク

トルに比べ，ピークの周波数帯に若干の変化が認められ，0。00～400．Osと40LO

～819．2sとではその周波数帯が若干異なる結果となった。さらに，Fig．3．4で示

す200．Os毎に区切った結果では，それぞれのパワースペクトルの形状に大き

な変化が見られた。Fig．3．3の結果と同様に各ピークの周波数帯，ならびに各

ピークのパワーの値にも差が認められた。小型漁船における安全操業を考

慮すると，パワースペクトルのピークの周波数帯が変化することは，船体横

揺れ固有周波数帯と波浪のピーク周波数帯とが近づくことが考えられ，よ

り大きな船体動揺を生じる可能性が考えられる。

28



[m2 . 

3 

2 

1 

o 

sec] 

H I /3= 1 

=0. 42 

. 1 8 [m] 

o 0.2 

Fig.3.2 

0.4 0.6 

A wave spectrum for 819.2s 

0.8 

LHz] 

29 



[m2 . sec] 

3 

2 

1 

o 

E =0. 41 

O-400 L se c l 

o 0.2 0.4 0.6 o. 8 

[Fiz] 

[m2 . sec~ 

3 

2 

1 

o 

E =0. 44 

40 1 -8 19 [sec] 

0.4 

[Hz] 

Fig.3.3 Changes in the wave spectrum over 400.0s 

30 



[m2 

3 

2 

l 

o 

. 

 

sec' 

{ [ il 

~__~! i :1 I{1'! I"" ~'^'!1..If;' 

0-200[sec] 

E =0. 42 

O 0.2 
[m' ' sec] 

0.4 0.6 0.8 

[Hzl 

[m' ' sec] 

3 

2 

l 

o 

l 

I 

j 

l~ 

=, =ill 
f 
i~l I 

} 

i II'~ J II.iil,..J~'._.~~^__ 

201-400[sec] 

E =0. 43 

O O.2 
Em' ' sec.] 

0.4 

3 

2 

1 

o 

fli 

iil !llJ~{1 ~'l~'i ~ ^ t_ _ 

o.6 O.g 
[Hz] 

401-600[sec~ 

~ =0. 42 

o 0.2 0.4 

Fig.3.4 

3 

2 

l 

o 

1 i 

![ 
fi}Iili ; 

'i I }1 IL~'~~'Jiiv~'~--_ __ 

6O I -8 1 9Lsecj 

E =0. 43 

0.6 o.8 o 0.2 o.4 [Hz] 

Changes in the wave spectrum over 200.0s 

0.6 0.8 

IHz] 

31 



3．4サロゲートデータ法によるパワースペクトrルの検証

3．4．1　解析方法

3、4．1－1　サロゲートデータ法

　カオス時系列解析に対する否定的な見解として，解析対象データは決定

論的カオスではなく，確率的過程から生み出されたデータが何らかのアー

チファクト等により，決定論的データが示す性質に類似の結果を示したので

はないかとするものがある。このような主張に対するための解析方法とし

て，統計的解析におけるブーストラップ法に類似した概念を持つ，サロゲー

トデータ法（themethodofsurrogatedata）と呼ばれるアルゴリズムが，J．Theiler

らにより提案されており53，54，55），実データの解析には有効である46）．

　非線形性を示すと考えられる時系列信号に対しては，種々の帰無仮説を考

えることができるが，線形確率論過程の存在を基盤とした帰無仮説を用い

るのが自然である。

　実際に提示される仮説は，以下に示すものが典型的である。

　1）　時間的にまったく無相関なデータであった

　2）　時問的には線形相関を持つようなデータであった

　3）　時間的には線形相関があるようなデータを，ある種のスタティックで

　　単調な非線形変換により観測することにより得られたデータであった

　サロゲートデータ法では，上記の帰無仮説に従うようなサロゲートデー

タを多数作り出し，これらの統計的性質がオリジナルデータのそれと異な

ることを検定する。

　これらの帰無仮説に基づいて作成された時系列信号をサロゲートデータ

と呼ぶ。これらのサロゲートデータを作り出す基本アルゴリズムは次の通

りである。
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　（1）　ランダム・シャッフル（randomshu伍e：RS）

　（2）　フーリエ・トランスフォーム（Fouriertrans£orm：FT）

　（3）　アンプリチュード・アジャステッド・フーリエ・トランスフォーム（amplitude

　　　adjusted　Fourier　transform：AAFT）

　本章では，波浪の定常性・非定常性及びパワースペクトルの時問的変化を

捉える上での問題点を検証するためにサロゲートデータの作成に，上記の

FTサロゲートデータを用いた。

　上で記した，時間的に線形相関を持つようなデータであるという帰無仮説

を考える。この帰無仮説に従えば，海面変位の時系列資料は相関関数によっ

てのみ特徴付けられる。ウイナーヒンチンの定理より，相関関数とパワース

ペクトル密度は等価である。つまり，パワースペクトルが，オリジナルデー

タと全く同じ時系列資料を作り出せばよいこととなる。FTサロゲートデー

タの作成手順は以下の通りである。

　①使用する海面変位の時系列資料をフーリエ級数に展開する

　②各成分波に対し，0～2πの範囲における乱数を発生させ，位相を与

　　　える

　③位相を変化させた各成分波を再び合成し，サロゲートデータを作成

　　　する

　これにより，オリジナルデータと全く同じパワースペクトルを，つまり，

全く同じ相関関数を持つ時系列資料を作成することができる。

具体的な計算方法は以下の通りで噛 る。

使用する海面変位の時系列資料y（舌）を次の（3．5）に示すフーリエ級数で表
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現できるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y（孟）一讐＋Σ（砺一ω孟＋砺sinηω孟）　　（3・7）

　　　　　　　　　　　　　　η鶏1

　（3．7）式に示す各フーリエ係数α．，わ．の計算式を次の（3．8），（3．9）式に示す。こ

こで，m＝ノV／2である。

　　　　　　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　1　　　　　7r漉　　　　　　　　αη一石Σ巧c・Sm　（π一・，・，2，…，N）　　（3・8）

　　　　　　　　　　　、禦1

　　　　　　　　　　1　　　　　7r傭　　　　　　　　わπ一石Σ巧sin万（η一・，2β，…，N）　　（3・9）

　　　　　　　　　　　乞＝0

　（3．8），（3．9）式を用いてフーリエ係数を求め，各成分波に分解する。次に乱数

を発生させ，それにより得られた位相を各成分波に与える。この作業はCOM－

PAC社製Visua1Fortranを用いて行った。具体的な乱数発生命令には”RAN（N）”を

使用した。ただし”RAN”は0～1の範囲で乱数を発生させるため，実際は’RAN”

で発生させた乱数に2πを乗算し，0～2πの範囲でランダムな位相の作成を

行った。

　これによりランダム化された位相を各成分波に与え，再び合成すること

によりサロゲートデータを作成した。

　その一例をFig．3．5に示す・上図の時系列資料は実際の東京湾の海面変位

を表しており，下図は上図の資料を基に作成したFTサロゲートデータであ

る。また，Fig．3．5に示すオリジナルデータとサロゲートデータの各代表値は

Table．3．1に示す通りである。Table．3．1にも示すようにオリジナルデータとサ

ロゲートデータにおける各代表値は最大波高に差があるものの，ほとんど

同じである。最大波高の差は最大波高自体が突発的に発生するものであり，

また，平均値および有義値と異なり，一解析資料中において一つの値であり，

統計的処理が施されないためにこのよう、な差が表れたものと考える。
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Ta、ble．3ユ　　Central　values　of　the　original　and　surrogate　data

オリジナルデータ サロゲートデータ
平均波高［m］ 0．76 0．77

有義波高［m］ 1．18 1．16

最大波高［m］ 2．24 1．59

平均周期［s］ 3．91 3．90

　また，Fig．3。6にオリジナルデータとサロゲートデータのパワースペクトル

を示す・Fig．3．5と同様に上図がオリジナルデータ，下図がサロゲートデータ

のパワースペクトルである。Fig．3．6に示すとおり，オリジナルデータとサロ

ゲートデータのパワースペクトルは全く同様であり，同じ相関関数を持つ

時系列資料であることがわかる。
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3－4－1－2　サロゲートデータを用いた検証法

　上記において説明したように，FTサロゲートデータの作成過程よりフー

リエ級数を用いており，理論上は正弦波および余弦波足し合わせであるた

め，サロゲートデータを短時問で区切り，それぞれのパワースペクトルを算

出しても全て同じとなるはずである。つまり，完全な定常であるといえる。

　そこで，本章で用いた167計測分の解析資料全てに対し，それぞれ100パ

ターンずつ乱数を与えサロゲートデータを用意した。さらに，時間的なパ

ワースペクトルの変動を検証するために各サロゲートデータを400．Os，200．Os

に区切りそれぞれのパワースペクトルを求め，時間的変動を検証した。

3．4－2　結果及び考察

　本章では167計測分の解析資料全てに対して，それぞれ100パターンのサ

ロゲートデータを作成したが，全て掲載するとなると167×100＝16700とな

り膨大な量となるため，その内の二例を示す。

　まず最初の例について，オリジナルデータとサロゲートデータの時系列

をFig．3．7に，各代表値をTable．3．2に，パワースペクトルをFig．3．8に示す。なお，

パワースペクトルはオリジナルデータ，サロゲートデータ共に全く同じであ

るので一つで表記している。

Table．3．2　　Central　values　of　the　original　and　surrogate　data

オリジナルデータ サロゲートデータ
平均波高［m］ 0．40 0．40

有義波高［m］ 0．62 0．63

最大波高［m1 1．08 1．14

平均周期［s］ 2．77 2．73

．Fig．3．7に示すオリジナルデータとサロゲー・トデータとの時系列グラフか

らは両者にはっきりとした違いが認められるが，実際は同じ成分波で構成さ
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れており，そのためFig．3．8に示すパワースペクトルも全く同じ形となる。さ

らに，Table．3．2に示すように各代表値もほとんど同じである。これは100パ

ターン作成したサロゲートデータ全てにおいて同様であった。ランダムな位

相を与えることにより，時系列データのみがオリジナルデータと異なるこ

ととなる。

　次に，非定常性の有無を検証するために，上記で使用したサロゲートデー

タを，まず400．Os毎で区切り，それぞれについてパワースペクトルを算出し

た。Fig．3，9にその結果を示す。Fig．3。9の上図が0．0～400．Osまでのパワースペク

トルであり，下図がその後の40LO～819．2sまでのパワースペクトルを示して

いる。

　Fig．3．9に示すように上図，下図とも同じような波形をしているものの，パ

ワースペクトルのピークの周波数帯の近辺で多少波形が変化していること

がわかる。また，全体的にも，細かい部分で変化がみられた。

　FTサロゲートデータは上記でも記したように，同じ成分波で一つの時系

列資料が構成されており，どこを抽出しても成分波は変わらないため，理論

上は時問的にパワースペクトルが変化することはあり得ない。しかしなが

ら，400．Os毎にサロゲートデータを区切ってそれぞれのパワースペクトルを

求めると多少の変化がみられる結果となった。

　そこで，次にさらに200。Os毎にサロゲートデータを区切り，それぞれのパ

ワースペクトルを算出した結果をFig．3．10に示す。Fig．3．10の上図の左図，右

図がそれぞれ0．0～200．Os，20LO～400．Osで区切ったサロゲートデータのパワー

スペクトルであり，同様に下図の右図，左図がそれぞれ40LO～600．Os，601．0～

819．2sで区切った場合のパワースペクトルである。

　図より400．Os毎に区切った場合と比較すると，200．Os毎に区切った場合のほ

うが明らかにパワースペクトルが変化していることが認められる。FTサロ
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ゲートデータを用いているため，本来パワースペクトルが時問的変化を示

すようなことは考えられないが，実際にはFig．3．10のように変化がみられる。

パワースペクトルのピークも単峰的であったり，双峰的であったり，と変化し

ている。

　つまり，甫喜本らの報告にあるように，波浪のパワースペクトルが短時間

において変化がみられたからといって，非定常性の有無を判断することはで

きないのではないかと考える。事実，Fig．3．10のようにサロゲートデータに

おいてもパワースペクトルに変化がみられており，他の原因があるものと

考える。

　サロゲートデータにおいてパワースペクトルに時間的変化がみられたこ

とより，従来から用いられてきているスペクトル法自体にも原因があるの

ではないかと考える56）。
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　二つ目の例は，前記の例で用いた海面変位資料の有義波高よりも倍に近い

有義波高を示した海面変位資料を用いたものである。前記の例と比較する

と，オリジナルデータの平均周期も有義波高が大きくなった分長くなってお

り，前記の例では有義波高，平均周期がそれぞれ0．62m，2。77sであったのに対

し，二例目では有義波高，平均周期がそれぞれLO8m，3．80sとなっている。つ

まり，平均周期が約LOs長いことになる。これはパワースペクトルにも顕著

に表れており，パワースペクトルを示すFig．3．8とFig．3．12を比較すると，ピー

クの周波数帯が二つ目の例のほうが低周波側となっている。

　Fig．3．11にオリジナルデータとサロゲートデータの時系列を示し，Table．3．3

にオリジナルデータとサロゲートデータの各代表値を示す。

　前記の例と同様に，Fig．3．11に示すオリジナルデータとサロゲートデータ

との時系列グラフからは両者にはっきりとした違いが認められるが，実際は

同じ成分波で構成されており，そのためFig。3．12に示すパワースペクトルも

全く同じ形となる。また，各代表値も前記の例と同様にほとんど差のない

結果となった。やはり，オリジナルデータと比較して，位相のみがランダム

に変化しただけであるので，このような結果が当然となるものと考える。

Table。3．3　　Central　values　of　the　original　and　surrogate（iata

オリジナルデータ サロゲートデータ
平均波高［m］ 0．69 0．69

有義波高［m］ 1．08 1．06

最大波高［m］ 2．05 1．66

平均周期ls］ 3．80 3．77

　次に，このサロゲートデータを前記の例と同様に400．Osで区切り，それぞ

れのパワースペクトルを算出した。Fig．3．13に400．os毎のパワースペクトルを

示す。Fig。3．13の上図が0．0～400、Osまでのパワースペクトルであり，下図がそ

の後の401．0～819．2sまでのパワースペクトルを示している。パワースペクト
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ルの波形に大きな変化はあまり認められないが，やはり多少の変化が生じ

ており，理論上と矛盾する結果となった。

　さらに，Fig．3．14に200．os毎にサロゲートデータを区切り，それぞれのパワー

スペクトルを算出した結果を示す。Fig．3．14も前記の例と同様で，上図の左

図，右図がそれぞれ0．0～200．Os，20LO～400．Osで区切ったサロゲートデータの

パワースペクトルであり，同様に下図の右図，左図がそれぞれ401．0～600．Os，

601．0～819．2sで区切った場合のパワースペクトルを示している。

　サロゲートデータを400．Osで区切った場合と比較すると，さらにパワース

ペクトルの形状の変化が確認できる結果となった。パワースペクトルのピー

クが単峰型となる場合や，双峰型となる場合が見られ，さらに，そのピーク

の周波数帯にもそれぞれで多少の相違が認められた。

　この結果からもわかるように，本来，定常であるFTサロゲートデータの

パワースペクトルに時問的変化が生じており，やはり，甫喜本らの報告にあ

るような波浪パワースペクトルの時間的変化のみから非定常性の有無を判

断することができない結果となった。

　また，波高，周期等に関係なくサロゲートデータのパワースペクトルに時

間的変化が表れ，これは全ての事例で同じようにパワースペクトルが変化

する結果となった。
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3．5　結言

　短時間で区切った時系列のパワースペクトルでは，パワースペクトルの帯

域幅を示す帯域幅パラメータεの値に短時間ごとの大きな変化は無かった。

すなわちパワースペクトルの帯域性がほとんど変化しない結果となった。し

かし，パワースペクトルのパワーのピーク周波数帯が短時問ごとに変化す

る結果となった。819．2s（約14分）の問にもパワースペクトルのピークの周波数

帯が変化していることから，小型漁船の横揺れ固有周波数帯と波浪スペク

トルのピークの周波数帯とが近づく場合には同調横揺れが生起され，より

大きな船体動揺を生じる可能性がある。っまり小型漁船における安全操業

を考えた場合，短時間における卓越周波数の時間的変化を捉えることも必

要であると考える。

　さらに，FTサロゲートデータを用いて非定常性を有する可能性への言及

を試みた。この結果，本来パワースペクトルが時間的変化を示さないFTサ

ロゲートデータにおいてもその変化が確認され，従来のスペクトル法のみ

から，定常性・非定常性を考慮することが困難である結果となった。これは，

実際にパワースペクトルを算出する段階にも問題があると考えられる。次

の（3．10）式にフーリエ変換を示す。

　　　　　　　　　　　　y（ω）一鳶（繊孟　　　（3・・）

　しかしながら実際フーリエ変換を行う際，扱う資料が有限であるため，

（3．10）式に示すフーリエ変換のように積分範囲を一〇〇～○○で取り扱うことは

不可能である。また，解析資料は連続したものではなく離散データである

ため，（3．10）式を使用することは不可能となる・

　そこで本章では（3．1）式を用いたが，積分範囲が有限であり，理論通りの

フーリエ変換を行うことは不可能である。このようなこともパワースペク

トルに変化が見られた原因の一つであると考える。
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　ただし，サロゲートデータが理論的には正弦関数と余弦関数の級数で南

るのに対し，実際の海面変位においては完全な定常性を有するとは言い難

く，そのため実海面の波浪パワースペクトルにも時間的変化が見られるも

のと考える。

　本章の結果によりスペクトル法の問題点が浮き彫りとなったが，現在も波

浪のパワースペクトルを用いた解析法は十分有効であり，非常に重要なも

のである。ただし，パワースペクトルに時間的変化が表れたとしても，その

結果のみから定常性の有無を判断することは困難であり，注意が必要であ

る。また，パワースペクトルの計算方法によっては低分解能の問題が発生す

るなど，細かい周波数帯の変化等をを得ることができない可能性もあり，十

分な注意が必要となる。
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第四章　波浪スペクトルタイプ

4－1　緒言

　日本における漁船の9割以上が20トン未満の小型漁船であり，さらにその

約7割を5トン未満の小型漁船が占めている現状をふまえれば，大型船など

には影響が小さいようなlm前後の有義波高でさえ，小型漁船にとっては大

きな影響を及ぼす可能性が十分あり，安全操業に支障を来すことが考えら

れる。

　Fig．4．1に東京湾において，東京海洋大学実習艇「ひよどり（19GT）」を用い

て実施した計測実験より得られた最大横揺れ角（両振幅）と有義波高との

応答関係を示す。
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船体動揺を引き起こす主要因の一つは波浪であ1るが，Fig．4．1で示すよう

に，有義波高が1m程度の海面状態でさえ30deg以上の横揺れを生じており，

　　　　　　　　　　　　　　　　53



最大では40deg近い横揺れを生じている。したがって船体動揺を引き起こす

主要因である波浪の特性を捕らえることが安全操業の観点からも非常に重

要となる。船体動揺を引き起こす主要因として，波浪の大きさとともに波

浪の周期も非常に重要となる。一般に，船体の横揺れ固有周期と波浪の周

期とが同調するときに大動揺が起こりやすく，比較的低い波高でも大動揺

を引き起こす可能性が十分考えられる。しかしながら，このような比較的

小さな有義波高に関する研究は報告が少ないのが現状である。緒言でも述

べたように，東京湾における船舶では5トン未満の小型漁船が占める割合が

非常に多く，安全操業を考慮すれば，東京湾の波浪特性を捉えることが必然

と重要となる。

　そこで本章では1m前後の波浪を対象に，東京湾における実計測資料より，

小型漁船の安全操業を目的として，スペクトル特性の解析47，57・58）を行い，東

京湾の波浪スペクトルタイプの特定を試みた。

4－2　解析資料

　本章で用いた解析資料は，第二章で記したとおり，東京海洋大学実習艇「ひ

よどり」の船首先端に設置したマイクロ波式波高計により漂泊状態で計測

した海面変位である。1回の計測時間は819。2sであり，サンプリング時間間隔

は0。1sである。

　使用した解析資料は167計測分の解析資料であり，有義波高で0．18m～L18m

であり，平均周期はL76s～3．66sであった。

4－3　解析方法

4－3－1　パワースペクトルの算出

　本章では東京湾における波浪周波数特性を捉えるために，167計測分全て
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においてパワースペクトルの算出を行った。なお，パワースペクトルの算出

には自己相関関数よりフーリエ変換を行い算出するBlackman－Tukey法52）を用

いた。

　Blackman－Tukey法によるパワースペクトルの計算手順を次に示す。

　まず次の（4。1）式により海面変位の時系列資料（Ψ乞）の自己相関関数0（τ）を求

める。ここで，7（＝0，＿．，m：mニ1〉／10）はTimeLagを表す。

　　　　　　　　　　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　σ（τ）一弄Σ”乞打　　　　（41）

　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝1

　これにより得られた自己相関関数を次の（4．2）式に示すフーリエ変換を用

いてパワースペクトル（S（∫））の算出を行った。なお，△孟はサンプリング周期

（0．1s）を示す。

　　　　　　　S（∫）一［α＋2讐呵誓）＋岡ムオ　（42）

　Blackman－Tukey法は古くからある方法ではあるが，計算の原理が明確でプ

ログラム上もとくに困難な点がない上，分解能がやや低くなりがちではあ

るが安定したスペクトル推定が可能であるため，現在なお利用されている

方法である。

4－3－2　パワースペクトルの評価

　まずBlackman－Tukey法を用いて算出したパワースペクトルの両軸に対数を

とり，高周波域におけるパワースペクトルの傾きとそれに対応する有義波

高との関係を調べた。なお，ここでBlackman－Tukey法を用いたのは，前章で

述べたピリオドグラム法では分解能が高すぎるため，高周波域におけるパ

ワースペクトルの傾きを捉えることが困難となるためである。Fig．4．2にパ

ワースペクトルの一例を示す。
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上図が有義波高がL18mであったときの海面変位のパワースペクトルであ

り，下図は上図の両軸に対数をとったものである。

一般的に波浪のパワースペクトルは次の（4．5）式で表される・

S（ω）一且ω一αexp（一Bω一わ） （4．5）

　（4．5）式における且ω一αがパワースペクトルの高周波域を示しており，高周波

域におけるパワースペクトルの傾きとは係数一αで表される。高周波域の傾

きの算出方法は，パワースペクトルのピーク周波数から0．8Hzまでを本章で

は高周波域の傾きを算出する範囲として，その範囲内で（4．5）式に示す且ω一α

の項に対する回帰直線を求め，傾き一αの値を求めた。その周波数の範囲を

Fig．4．2の下図の赤色でプロットしたポイントに示す。

　また小型漁船の船体動揺への影響を考慮し，0．50m以上の有義波高を対象

とし，高周波域における周波数が一5乗（P－M型）を示した事例と，それぞれ

次の（4．6），（4．7）式で表されるP．M型を基としたITTC（国際試験水槽会議）スペ

クトル（吹送距離が有限の場合）およびISSC（国際船体構造会議）スペクトルと

の比較・検証を行った。

　ITTCスペクトル：

　　　　　　　S（ω）一155箒脚｛謂／3梱竪｝　（46）

　　　　　　　　　E1／3：有義波高，7U二2πmo／m1

　　　　　　　　　σ二〇．07，ω＜5。24／乃、

　　　　　　　　　σ＝0、09，ω＞534／761

　1SSCスペクトル：

　　　　　S＠）一姦α1蝋｝）蘇P｛一α44（鼻）4｝（47）
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　7レは使用した海面変位の解析資料より求めた実際の平均波周期を表し，

乃1は次の（4．8）式で表すパワースペクトルの原点まわりのη次モーメントm見

より（4．9）式を用いて算出した値である。

　　　　　　　　　　　　砺一∠。os（ω）”ω　　　（生8）

　　　　　　　　　　　　　恥一2π（舞）　　　（生9〉

4．4　結果及び考察

4．4．1　パワースペクトルの高周波域における傾きの分布

　まず実際に算出したパワースペクトルの一例をそれぞれFig．4．3，Fig．4．4，

Fig．4．5に示す。各図のそれぞれ下図に示したグラフは，上図のグラフを対数

表示にしたものである。ここで，∫一6，∫一5，および∫一4となる資料をそれぞれ

Neumann型，P－M型，および鳥羽型とし，その一例を示した。

　全解析資料対して高周波域における傾きを求めた。Fig．4．6は有義波高とパ

ワースペクトルの高周波域における傾きとの関係を示したグラフである。

Fig．4。7はFig。4．6の傾きの値を四捨五入し，整数表示したものである。また小

型漁船の船体動揺をへの影響を考慮し，有義波高が0．50mに境界線を記し

ている。この結果より，有義波高が0，00～0．50mまではパワースペクトルの高

周波域における傾きがNeumann型，P．M型，鳥羽型で一様に分布がみられる

結果となった。また一3乗および一7乗を示す資料も多少ではあるが見られ

た。一3乗となるのは有義波高が低いため，様々な成分波で構成されているこ

とが要因であると考えられる。一7乗となるのは，傾きの値が小さくなるに

つれ正弦波的成分の影響が大きく影響することを考慮すると，うねりのよ

うな成分が影響したものと考えられる。・全167資料中の割合では，Neumann

型が26％，P、M型が53％，鳥羽型が13％で，一3乗と一7乗がそれぞれ2％，6
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％であった。これより全体では半数以上がP．M型となる結果となった。一方，

0。50m以上ではP－M型の占める割合が多くなり，さらに0．75m以上ではほとん

どがP－M型であった。0．50m以上ではNeumannが17％，P．M型が80％，鳥羽型

が3％を占める結果となった。以上のように，0．50m以上においてはP．M型を

示す資料が突出して多く見られた。
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4－4－2』パワースペクトルとP－M型スペクトルとの比較

　上記の結果よりP－M型が全167資料中半数以上を占めており，有義波高が

0．50m以上ではその大半がP－M型であった。そこでP．M型を基に提案された

ITTCスペクトル（（4。6）式）およびISSCスペクトル（（4。7）式）と有義波高が0．50m

以上で，P－M型を示した資料との比較・検証を行った。Fig．4．8，Fig．4．9，Fig．4．10，

Fig．4．11，Fig．4．12，Fig．4．13に0．55～1．15mまでの結果の例を示す・各図とも下図

に両軸に対数をとったパワースペクトルを示す。各結果とも高周波域におけ

る傾きに対し，ITTCスペクトルにより比較的近似できていることがわかる。

しかし，各図からもわかるように，ほとんどの資料においてITTCスペクト

ルおよびISSCスペクトルのピークの周波数帯と，実際算出したパワースペク

トルのピークの周波数帯とに差が出る結果となった。また，スペクトルの形

状自体も全周波数域においてほとんど近似することが困難な結果となった。

　本来P－M型も含めた（4．5）式で表すスペクトルは1つの滑らかなピークを持

つことが前提として提案されている。しかし実際算出したパワースペクト

ルではそのような単峰型を示すものは無く，双峰型など，ピークを多数持つ

ものがほとんどであったことが要因の1つと考えられる。また，P－M型が完

全発達波を考慮しているのに対して，本研究で対象としている資料は東京

湾という比較的狭く閉ざされた海であること等から，波浪が完全発達して

いない可能性も高く，これも要因の1つとなっているものと考えられる。
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4．5　結言

　本研究では小型漁船の船体動揺への影響を考慮し，東京湾における2．00m

以下の有義波高を対象に波浪周波数特性について調べた。その結果，本研究

で用いた解析資料167計測中半数以上において，パワースペクトルの高周波

域でP－M型を示す結果となった。さらに小型漁船における安全操業に支障を

きたすと考えられる有義波高0。50m以上の資料においては，その80％がP－M

型を示した。しかし，P．M型を基にしたITTCスペクトル，およびISSCスペ

クトルといった従来用いられてきた近似式では，東京湾における有義波高

2。00m以下のパワースペクトルを全周波数域において表現することが困難で

ある場合が多い結果となった。本研究で対象とした比較的低い有義波高にお

いて，特に0．50m以上ではその多くがパワースペクトルの高周波域において

P－M型を示したことから，今後P．M型を主とした東京湾モデルの構築が必要

であると考える。ただし，東京湾における波浪を考慮すると十分に発達し

ていない可能性があり，パラメータとして吹送時間，および従来式で用いら

れていない有義波周期等を取り入れた東京湾モデルの構築を進めていくこ

とが妥当であると考える。

　小型漁船の船体動揺へ影響を及ぼすような比較的低い有義波高を対象と

した東京湾の波浪スペクトルに関しては，従来の近似式では表現すること

が困難であり，パワースペクトルのピークの周波数帯も短時間で変化する

可能性がある結果となった．今後新たな近似式，および短時間における卓越

周波数を捉えることが，小型漁船における安全操業の確保という点からも

重要であると考える。
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第五章　有義波高の推定

5－1　緒言

　船舶の船体動揺を引き起こす主要因は波浪であり，事前に波高等の推定を

行うことができれば，船舶における安全運航を考慮する上で，非常に有益

である。これまでWilsonらにより，さまざまな有義波高の推定式が提案され

てきており，特にWilsonのIV型と呼ばれる推定式はよく用いられる。しかし

ながら，これらの推定式は外洋での波浪データを基に提案されており，湾内

のような海面を考慮して提案されたものではない。

　現在，日本における漁船の9割以上が20トン未満の小型漁船であり，さら

に7割以上が5トン未満の小型漁船である。このような小型漁船にとっては，

大型船には大きな影響を及ぼさないような1m前後の有義波高においても，

甲板上での作業が困難となるばかりでなく，危険を伴う可能性が十分考え

られる59・60）。そのため，事前に操業海域の波高を推定することができれば安

全操業への一助となる。東京湾における有義波高の推定では，台風通過時

の推定等が報告されているが，小型漁船に影響を及ぼすような波浪を対象

とした研究はほとんど無い。

　そこで，本章では，海洋波の発生・発達の主要因である風速，吹送距離に

着目し，実計測された資料を基に，東京湾における1m前後の有義波高を対

象とした新たな簡易推定式を提案し，有義波高の簡易推定を試みた。さら

に，海面変位と同時に計測した船体動揺の資料を用いて船体動揺と有義波

高の応答関係を調べ，風速および吹送距離の値を用いて有義波高のみなら

ず船体横揺れ角振幅（両振幅）の推定も試みた。
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5．2　解析資料

　本研究で用いた解析資料は，第2章において記した解析資料を用いてい

る。ただし，計測中の船体漂流により，大きく計測位置から船体が流された

資料に関しては，吹送距離を測ることが困難であるため除外した。そのた

め，本章で用いた解析資料は合計で14g計測分である。また，本章で提案し

た有義波高の簡易推定式のパラメータ推定を行うために，149計測資料中，

10計測分の資料を使用したため，実際，有義波高の推定に用いた資料は139

計測分である。なお，本章における各有義波高，1／3最大横揺れ角振幅の推

定方法において，同様の解析資料（139計測分）を使用した。

5．3　有義波高の推定

5－3－1　解析方法

5－3．1－1　従来法

　有義波高を風速および吹送距離の関数とした推定式として（5．1）式に示す

WilsonのIV型と呼ばれる推定式が普及している。

　まず，本章では，本章で提案している有義波高の簡易推定式との比較検証

を行うために，従来法としてWilsonの推定式を用いた。一般的に普及してい

る（5．1）式の他に，Wilsonの1型，WilsonのH型，Wilsonの皿型と呼ばれる式

を使用した。Wilsonの1型，WilsonのH型，Wilsonの皿型をそれぞれ（5．2）式，

（5，3）式，（5，4）式に示す。ここで，H、／3は有義波高m，gは重力加速度9．8［m／s2］，

uは風速［m／s］，Fは吹送距離［m1を表す。

WilsonのIV型：

誓㎜Hl・畷差）¶ （5．1）
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Wilsonの1型：

9多碧一α26㎞h［α・・（差）「
（52）

WilsonのH型：

9謬1ρ一α・・25（霧）脳
（5．3）

Wilsonの皿型

9砦1β　・・24（疹）箇
（5．4）

5－3－1－2　簡易推定式1

　次に風速および吹送距離を考慮し，新たに簡易推定式1として（5．5）式で

示す有義波高の簡易推定式を提案した。

　　　　　　　　　　　　　E1／3＝αFβUγ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5。5）

　（5．5）式において設定した各パラメータα，β，γの推定には線形最小二乗法

を用いた。実計測された資料を基に，10計測分の海面変位資料をさまざまな

組み合わせで10パターン用意し，パラメータ推定を行った。10パターンのう

ち，有義波高が0．37mからL18mまでの値が偏らないように揃え，推定精度が

最良であった10計測分の資料を最終的にはパラメータ推定に使用した・（5．5）

式の対数をとり，線形最小二乗法を用いた計算式を下記に示す。

logH1／3；109α十βlogF十710gU

ここで・1・9厚・／3－Z，1・9α一A，1・gF〒X・1・gU－yとおくと

　　　　　　　　　　　　易＝且十βX乞十γ｝1

　　　　　　　　　　　　　　　75
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　となる。ただし乞は資料番号である。回帰式による誤差の二乗和をSとす

ると，

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　S一Σ（ろ一ルβX乞一暢）2　　　’　（5・8）

　　　　　　　　　　　　　乞＝1

　となり，それぞれα，β，ッで偏微分すると

　　　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　∂丁Σ一2（毎ハーβ駈濁一・

　　　　　　　　　　　㌃1
　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　∂β＝Σ一2X乞（昂一且一βX乞一概）＝0　　（5・9）

　　　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　ア吝一2略一且一βX乞調二〇

　これより次のような連立方程式としておくことができる。

　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　れ　　　　　　　ゆ　　　　　　　　　　れ

　　　　　　　　　Σ島岨Σ＋βΣx出Σ巧
　　　　　　　　　乞＝1　　　　　　　乞二1　　　　乞＝1　　　　　　　乞＝1

　　　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　　れ

　　　　　　　　ΣX孟一且Σ瓦＋βΣ瀦＋γΣX必　　　（5・10）
　　　　　　　　乞＝1　　　　　　　　　　乞＝1　　　　　　　乞＝1　　　　　　　　乞＝1

　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　　　ゆ　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　　　れ

　　　　　　　　Σ陥一且Σ恥βΣ堀籾Σ巧2
　　　　　　　　　乞＝1　　　　　　　　　乞＝1　　　　　　　乞＝1　　　　　　　　　乞＝1

　（5．10）式より連立方程式を解いて。4，β，7の値を算出した。また，αは上式

で得られた五の値より次式で計算した。

　　　　　　　　　　　　　　　α＝♂　　　　　　　　　（5．11）

　これにより得られた各係数は次のとおりである。

　　　　　　　　　　αニLOO4，β＝一〇．220，γ二〇．899

　その結果，得られた簡易推定式は次の（5．12）式となる。

　　　　　　　　　　　　E、／3－LOO4F－0220Uo9899　　　　　　（5・12）
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　得られた（5，12）式を用いて有義波高の推定を行った。しかしながら，（5．12）

式に示す通り，吹送距離Fのパラメータ（β）が負の値となり，本来は吹送距離

が長くなるのに伴い波高が高くなっていくのにも関わらず，（5．12）式では吹

送距離が長くなるほど推定した有義波高の値が低くなってしまう物理的問

題が生じた。この問題は，今回の10パターンで推定した全てのパラメータ

推定結果において同様に見られ，必ず負の値が生じる結果となった。

　さらに，（5．12）式では風速が0．0［m／s］の場合，推定した有義波高が0。Omとなっ

てしまうが，実際の海面において風速が0．0［m／slでも常に海面変動は起こっ

ており，こうしたことから（5．5）式にもう一つパラメータを追加することが最

良であると考えたが，線形最小二乗法のみを用いて解くことが困難である

ため，行わなかった。

5．3．1．3　簡易推定式1

　簡易推定式1で見られたような物理的問題等を考慮し，パラメータ推定

に非線形最小二乗法の一種である最急降下法61，62・63，64，65，66）を用いることと

し，次の（5．13）式を有義波高の簡易推定式Hとした。

　　　　　　　　　　　　　H、／3一αFβUγ＋μ　　　　　　（5ユ3）

　パラメータ推定に用いた最急降下法の一般型を次の（5．14）式に示す。ここ

でのは各パラメータを表し，αはステップ幅を示す。また，ステップ幅はα＞0

の正の値である。さらに，最急降下法の概念図をFig．5．1に示す。最小化すべ

き基準となる，ある関数六灘）に対し，zに適当な初期値を与え，（5ユ4）式を用

いてzを逐次更新していく。

　　　　　　　　　　　労κ＋・一劣（κ）一α∂綱iの＝の（児）　　　　（5．14）

　　　　　　　　　　　　　　　　　．∂灘

　ただし，実際には六灘）に起伏が多数あり容易に最適解を得ることが出来な
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A　conception　diagram　of　steepest　descent　method

い場合が多く，これを極小解（ローカルミニマム）と呼ぶ（Fig．5．2）。つまり，

（5．14）式を用いて得られた解が最適解ではない可能性がある。

　簡易推定式Hにおける最急降下法を用いた具体的なパラメータの推定手

順は以下の通りである。

　まず線形最小二乗法と同様に誤差（S）の関数とおき，各パラメータで編微

　　　　　　　　分を行う。なお，Hl輝は有義波高の推定値を表す。

　　　　　　　　　　　　　ガ
　　　　　　　　　　　S一Σ（磁一H、／3信）2

　　　　　　　　　　　　乞夷1

　　　　　　　　　　　一Σ（α4碑＋μ一π1／3歪）2　　　　（5・15）

　　　　　　　　　　　　乞二1
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Fig，5．2　A　conception　diagram　of　local　minimum

（5．15）式に対し各パラメータで編微分を行うと

　　　　　　　　　ガ　　　　　　　∂S　　　　　　　薇一Σ2（願）（α吻＋μ一E1／3乞）

　　　　　　　　　乞夷1

　　　　　　　∂S　　　　　　　爾一Σ2（α増1・9卿（α願＋μ一Hl／3歪）

　　　　　　　　　乞夷1

　　　　　　　∂S　　　　　　　ア吝2（α廟1・gq）（α願＋μ一H・／3琶）

　　　　　　　　　び　　　　　　　∂S　　　　　　　砺＝吝2（α願＋μ一E・／3憾）

X

（5。16）

（5．17）

（5。18）

（5。19）

　これより，（5．14）式の編微分の項に（5。16），（5．17），（5，18），（5。19）式を代入し，

反復計算を行い，各パラメータの最適解を求める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　　　α（κ＋1）＝α（κ）一α一1α一α（κ）　　　　　　（520）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　総

　　　　　　　　　　　β（κ＋1）一β（κ）一α房1β一β依）　　　（521）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　　　γ（κ＋1）一7（κ）一α函17－7（た）　　　（522）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　　　μ（κ＋1）一μ（た）一α死1μ一μ（κ）　　　（5・23）

　最急降下法を用いてパラメータ推定を行う際，適当な初期値およびステッ
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プ幅をさまざまなパターンで設定し，最終的に用いた初期値およびステップ

幅，反復回数をTable。5．1に示す。

Table．5．1　Condition£or　Steepest　descent　method

α β γ μ

初期値 0．05 0．05 1．00 0．05

ステップ幅 0．0001 0．0001 0．0001 0．0001

反復回数 378

　なお，反復回数は誤差が十分小さくなり，誤差が一定の値に収束したとこ

ろで打ち切っている。また，パラメータ算出に使用した資料は，簡易推定式

1でパラメータ推定を行った線形最小二乗法を用いた場合と同様のものを

使用した。その結果得られた各パラメータの値は以下となる。

　　　　　　　α＝0．062，　β＝0．030，　・γ＝0．982，　’γ＝0．070

　ただし，最急降下法より得られた結果が最適解であると断定することは

困難であり，極小解である可能性が十分考えられるため，さまざまなパター

ンを計算した中で最良の推定精度を示した初期値およびステップ幅の組み

合わせを用いた。

　これより，簡易推定式IIは（5．24）式となる。

　　　　　　　　　　π1／3＝0．062Fo’030Uo鯉十〇。070　　　　　　　　　　　　（5。24）

　（5．24）式を用いて有義波高の推定を行ったが，上でも記したように最急降

下法の性質上，極小解であることが考えられ，初期値およびステップ幅の組

み合わせにおいて，より良い推定精度示す組み合わせがあることが考えら

れる。
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5．3－1－4　簡易推定式H’

　さらに，簡易推定式1’として，簡易推定式1で使用した（5．5）式の各パラ

メータ（α，β，7）に対して，簡易推定式Eと同様に最急降下法を用いてパ

ラメータ推定を行った。推定手順は以下の通りである。

　簡易推定式Hと同様に誤差（S）の関数とおき，各パラメータで偏微分を

行う。

　　　　　　　　　　　　　へ
　　　　　　　　　　　S一Σ（磁一E・／32）2

　　　　　　　　　　　　　乞夷1

　　　　　　　　　　　　一Σ（α功β碑一π・／3乞）2　　　　　（525）

　　　　　　　　　　　　　乞＝1

　（5．25）式に対し各パラメータで編微分を行うと

　　　　　　　　　　　ル　　　　　　　　∂S　　　　　　　　パΣ2（囎）（α吻一E・／3乞）　　　　（526）
　　　　　　　　　　　乞夷1

　　　　　　　　∂S　　　　　　　　房一Σ2（α41・9珊）（α囎一E・／3乞）　　（5・27）

　　　　　　　　　　　7
　　　　　　　　∂S　　　　　　　　パΣ2（α願1・9砺）（α吻一∬・／3¢）　　（528）

　これより，（5．14）式の編微分の項に（5．26），（5．27），（5．28）式を代入し，反復計

算を行い，各パラメータの最適解を求める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　　　α（κ＋1）一α（κ）一α一1α一α（た）　　　　　　（5．29）

　　　　　　　　　　　　　　　　　総

　　　　　　　　　　　β（κ＋1）一β（κ）一α廊1β一β（た）　　　（5・30）

　　　　　　　　　　　　　　　　　∂S　　　　　　　　　　　押）一γ（k）一α函一　　　　（5・31）

　なお，初期値及びステップ幅は4パターン用童し，最急降下法に用いた。パ

ターン毎の初期値，ステップ幅，及び最終的な反復回数をTab圭e．5．2～Table．5．5

に示す。
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Table．5．2　Condition　for　Steepest　descent　method（Pattem1）

α β γ

初期値 0．05 0．05 1．00

ステップ幅 0．0001 0．0001 0．0001

反復回数 530

Table．5．3　Condition　for　Steepest　descent　method（Pattem2）

α β 7
初期値 0．05 0．05 0．05

ステップ幅 0．0001 0．0001 0．0001

反復回数 2048

Table．5．4　　Condition　for　Steepest　descent　method（Pattem3）

α β γ

初期値 1．00 1．00 1．00

ステップ幅 0．0001 0．0001 0．0001

反復回数 収束せず

Table．5．5　Condition£or　Steepest　descent　method（Pattem4）

α β γ

初期値 0．05 0．05 0．05

ステップ幅 0．00095 0．00095 0．00095

反復回数 2273

　これより得られた各パラメータの値をTable．5．6に示す。なお，Pattem3では

収束が見られなかったため，結果を得ることが出来なかった。

　　　　　　Table．5。6　The　value　of　parametters（Pattem1～4）

α β 7
Pattern1 0，075 0，033 0，935

Pattern2 0，087 0，052 0，775

Pattern3 収束せず
Pattern4 0．089　　0。049　　0．783

よって，得られた簡易推定式1’を（5．32）～（5．34）に示す。

　　　　　　　　　　　E1／3二〇・075Fo”033Uo935

　　　　　　　　　　　H1／3；0，087Fo’052Uo’775

　　　　　　　　　　　E・／3－0・089Fl’04gUoO783

これにより簡易推定式1及びHと同様に有義波高の推定を行った。
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5－3．2　推定式の比較

　本研究で用いた有義波高の各推定式の推定傾向を捉えるために，吹送距

離，風速及び有義波高の推定値を3軸とした3次元グラフを描いた。劣軸，Ψ軸

及びz軸にそれぞれ吹送距離，風速，有義波高の推定値をとった．また，本研

究で用いた実計測資料では，吹送距離が最大で49800mであり，風速は11．77m／s

であったため，吹送距離を0～50000m，風速は0～12。00m／sまでを範囲とした・

さらに，吹送距離と有義波高の推定値，風速と有義波高の推定値との関係

を捉えるために，劣一z平面及びΨ一z平面のグラフを示した。

5．3．2－1　従来法

　Fig．5．3～Fig．5．6に従来法として用いたWilsonの1型からIV型までの吹送距

離，風速及び有義波高の推定値との関係を示す。四つの推定式とも吹送距離

が10000mあたりまで大きくなるにつれ，有義波高の推定値が大きくなってお

り，その後も吹送距離が大きくなるにつれ推定値も大きくなっている。また，

風速と有義波高の推定値との関係では緩やかなカーブを描いており，風速

があがるにつれ推定値もほぼ比例して大きくなっている。これより，Wilson

の四つの推定式とも吹送距離と風速が大きく推定値に影響するといえる。
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5－3．2．2　簡易推定式I

　Fig．5．7に簡易推定式1の吹送距離，風速及び有義波高の推定値との関係を

示す。風速と有義波高の推定値との関係はWilsonの場合と同様に，ほぼ比例

の関係にあり，風速の大きさに比例し推定値も大きくなっており，風速の影

響が大きいことがわかる。しかし，吹送距離が上がるにつれ推定値が下が

る傾向となった。これは，推定式のパラメータ推定に線形最小二乗法を用い

たことにより，パラメータβの値が負となったことが原因であり，吹送距離が

大きくなるほど推定値が小さくなったものと考える。つまり，本来は吹送距

離の長さが長くなるにつれ波浪も発達するが，簡易推定式1では逆に小さ

くなっており，矛盾する結果となった。
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5－3．2－3　簡易推定式II

　Fig．5．8に簡易推定式Hの吹送距離，風速及び有義波高の推定値との関係を

示す。風速と有義波高の推定値との関係はWilson及び簡易推定式1の場合と

同様にほぼ比例の関係にあり，風速が大きくなるにつれ推定値も大きくな

り，風速の影響が大きいことがわかる。一方，吹送距離と推定値との関係で

は急激に推定値が大きくなり，その後は収束するような形となっている。つ

まり，吹送距離の影響が少ないことがわかる。しかし，推定式のパラメータ

推定に最急降下法を用いたことにより，簡易推定式1のような吹送距離の

パラメータが負となるような現象はなく，吹送距離の長さが長くなるにつ

れ推定値が小さくなる問題が回避できていることがわかる。よって，簡易推

定式Hは風速の影響が非常に大きく関係する推定式であるといえる。
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5－3－2－4　簡易推定式II’

　Fig．5．9～Fig．5．11に簡易推定式H’（（5．32〉～（5．34））の吹送距離，風速及び有義

波高の推定値との関係を示す。簡易推定式H’として提案した3つの推定式

の吹送距離，風速及び有義波高の推定値との関係では，簡易推定式Hの場

合とほぼ同様の傾向が見られた。つまり，吹送距離と推定値との関係では推

定値の収束傾向が見られ，風速の大きさにほぼ比例して推定値が大きくなっ

ていることがわかる．簡易推定式Hと同様で，吹送距離の値よりも風速の

値に非常に影響される推定式であるといえる。

92



m
132

110

　　　　　0闘

有薯波高
（推定値）。66

044

022

000

／

吹送距離 m

12品／s

風速

臼10

貰価

0蜘

〇四』

o㎝

o鰯

0777

0糎

ooo6

a6”

o臨

o㎝

a4“

o細

o譜

㎜
oz忍

0167

0”1

咽
o㎜

1一．

『■o

「〕・呂

有義波寓，，，、、

（推定値）

u漏

o刀

，・¢

睾’o

有義波寅　
、，r

（推定値）

〔1ω

て

o』

吹送距離

Fig．5．9 Relationship　between　fetch，wind　velocity　and　estimated　significant　wave

　　　　　　　　height　with　prediction　fbrmula（5，32）

93



m
126

I　o5

　　　　　084

有蓑波高
（推定値）鳴

D42

021

000

、／
／

．／

／
■

吹送距離 m

　　　12品／5

4ダ・6

4銘嵐速

1060

10σ7

a咄

a㎝

OB．8

0795

0742

0α殿

0636

0田3

α53D

o1刀

o■四

〇㎝

0318

α篇

6斜2

q1四

mo6

嘲
o㎝

1．r：

り遥

有義波高，，、，

（推定値）

Fig。5。10

い4F■一

o 1

白刀

吹送距離

1ず

1　［

4

有義渡高　。．，

（推定値）

oギ

G 1

）澱

Relationship　between　fetch，wind　velocity　and　estimated　signi丘cant　wave

　　　　　　　height　with　prediction　fbrmula（5。33）

94



m
126

105

　　　　　084

有義波高
（推定値）Q63

042

021

O　DQ

／
．／

〆

／

吹送距離 m

　　　　m／s
　　　1220
　尤976
！ズ732

4銘風速

口㎝ロ

1m7

0963

0引0

08閃

0臼B

O凋

0606

㎎
o臼P

o瓢

D蝦

04圏

o禍

口働

㎜
㎜4

01印

o旧7

0α”

om

『1喝

有義波高　，、，

（推定値）

Fig．5．11

r圃．

C　t“

吹送距離

1f，

1　‘

閣卜4

有藍波寓。，
（推定値）

ず｝〕〕

鳳遮

Relationship　between　fetch，wind　velocity　and　estimated　significant　wave

　　　　　　　　height　with　prediction　fbrmula（5．34）

95



5－3．3　結果及び考察

　実測値と推定値との誤差の指標に二乗平均平方根誤差（RMSE：RootMean

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SquareError）を用いた。RMSEの計算式は次の（5．35）式で示す・なお，E1商は

有義波高の推定値を表し，Hl／3はここでは実測値を表す。（5．35）式に示す通

り差の二乗平均値であるため，RMSEの値が大きい場合，実測値と推定値と

の全体的な誤差が大きいことを示し，逆にRMSEの値が小さければ全体的な

誤差が小さいことを示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　RMSE一吉Σ（碗一E・／3）2　　（5・35〉

　　　　　　　　　　　　　　　　乞二1

　さらに，誤差の目安として各推定結果のグラフにおいて±0．20mで点線を

引いた。なお，グラフの横軸に実測値をとり，縦軸に推定値をとっている。

5．3．3－1　従来法

　Wilsonの1型を用いた有義波高の推定結果をFig．5．12に示す。図に示すよう

に，実測値が0．4m前後において推定値のほうが小さい値を示す過小推定が

認められた。最大で0．5m以上の推定誤差があり，実測値の約0．5mに対して，

推定値では約0．Omとなっており，小型漁船への影響を考慮すると無視できる

誤差ではない。元来，最大波高は有義波高の約2倍の値に近くなると考えら

れており，このような有義波高の性質を考慮すると，最大波高にして約1．Om

の誤差となることが考えられ，小型漁船における安全な操業に対して大き

な影響を与えるものと考えられる。

　また，実測値が1．Om付近では，推定値のほとんどが±0．2mの点線枠内から

大きく外れており，過大推定となった。小型漁船への影響も大きいと考えら

れる波高であり，上記とは逆に推定値を参考にして海面状態を判断すると，

出漁の可否の問題へと繋がり，問題となる。

　RMSEの値は0．21mと，このような大きな推定誤差から考えれば小さい値
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であるが，実際は上記のような問題が発生する結果となった。

　Fig．5．13にWilsonのH型を用いた推定結果を示す。Wilsonの1型を用いた推

定結果では，従来法の中で，最も推定精度が低く，RMSEの値も従来法の中

でも最も大きい0．23mであった。また，推定値のほとんどが実測値よりも小

さい値を示す過小推定であり，Wilsonの1型で見られたような大きな過小推

定の問題も残されたままとなった。これより，従来法の中においては最も実

用的でない結果であると考える。

　同様にFig．5．14にwilsonの皿型を用いた推定結果を示す。推定精度は従来法

の中では，この後に記しているWilsonのIV型を用いた推定精度とほぼ同等

で，RMSEの値も0．17mと比較的小さな値となった。

　しかし，実測値が0．4m前後における推定値が非常に小さな値を示す場合が

多く認められ，過小推定の問題を解決できていない結果となった。ただし，

Wilsonの1型を用いた推定結果と比較して，実測値約王．Om付近の過大推定の

問題はほとんど認められず，Wilsonの1型，H型と比較すると，より実用的

であると考える。

　WilsonのIV型を用いた場合の推定結果をFig．5．15に示す・一般的によく用い

られる推定式であり，Wilsonの皿型の推定結果と同様に，従来法の中では推

定精度の高い結果となった。RMSEの値もWilsonの皿型を用いた場合と同様

で，0．17mであった。しかしながら，過小推定の問題はWilsonのIV型でも認め

られ，小型漁船の安全操業を考慮した場合，危険性が残存する結果となった。

　本来，Wilsonの推定式は外洋における実測資料を基に提案されているた

め，東京湾という陸地に囲まれた狭い海域で，外洋の影響を受けないよう

な海域において使用したことなどが，上記のような問題が発生した原因と

考えられる。このような問題を考慮し，東京湾における小型漁船の安全操

業への適用を考えると，実用的ではないと考える。
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5．3．3－2　簡易推定式1

　本章で提案した二つの有義波高の簡易推定式のうち，まず簡易推定式1

を用いた場合の推定結果をFig。5．i6に示す。Wilsonの推定式を用いた結果に見

られたようなが過小推定されてしまう現象は軽減できたが，逆に突出した

過大推定推定が多く認められた。また，実測値でL2m付近の資料に対して

過小推定してしまう結果となり，実用上危険を伴う恐れが考えられる。さら

に，RMSEの値も0．27mと非常に大きくWi圭sonの推定式を用いた場合と比較

して推定精度を下回る結果となった。提案式のパラメータβが負の値である

ことなどが大きな原因と考えられ，実用的でない結果となった。
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5－3－3－3　簡易推定式H

　最急降下法を用いてパラメータ推定を行った簡易推定式且（（5．24）式）を用

いた場合の推定結果をFig．5。17に示す。簡易推定式1を用いた結果と同様に，

Wilsonの推定式を用いた推定結果のような過小推定をさらに軽減すること

ができた．また，簡易推定式1を用いた場合のような突出した過大推定も

認められず，推定結果のほとんどが許容誤差の目安範囲内に収まる結果と

なった。さらに，簡易推定式1を用いた結果に見られた実測値1．2m付近の資

料に対する過小推定も軽減された。RMSEの値も0．13mと最も小さい値とな

り，Wilsonの推定式，簡易推定式1と比較し，高い推定精度が得られた。東

京湾における実際の小型漁船における操業を考慮すると，非常に有効的な

推定式であると考える．簡易推定式1と比較すると，簡易推定式1のパラ

メータβが負となる現象も最急降下法を用いることにより現れず，また線形

最小二乗法のみでは推定することができなかったμの項の推定が行えたこと

などから，（5．24）式の推定精度が他と比較して非常に高くなったものと考え

られる。ただし，解析方法でも述べたように最急降下法の特性上，（5．24）式

のパラメータの値が最適解であるとは言い切れず，初期値やステップ幅等に

より，精度向上の可能性も考えられる。
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5－3－3－3　簡易推定式H’

　簡易推定式Hヲ（（5．32）～（5．34）式）を用いてパラメータ推定を行った結果を

Fig．5．18～Fig．5．19に示す。それぞれ3っの推定結果に大きな差はなく，ほぼ同

精度の結果となった。RMSEも全て等しく0．14mであった。また，簡易推定式

Hを用いた結果とも比較すると，ほとんど変化が見られなかったが，実測値

0．4m付近で過小推定が大きくなっており，最大で0．5m近くも小さく推定する

結果も認められた。これは，簡易推定式II’において簡易推定式Eで設定し

たパラメータμを使用していないことが原因であると考えられる。

　推定精度的には簡易推定式1を大きく上回る結果となったが，簡易推定式

豆には及ばず，大きな過小推定問題も残ってしまった。実用的な面で考慮す

ると，簡易推定式∬を用いた方が，より適切であると考える。
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5－4　船体横揺れ角振幅（両振幅）の推定

5．4．1　解析方法

　Fig．5．21に，実計測された有義波高と1／3最大横揺れ角振幅の応答関係を

示す。
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　図に用いた資料より，有義波高に対する1／3最大横揺れ角振幅67）の回帰直

線を求めた。（5．36）式に回帰直線の式を示す。ただし，回帰直線の有効範囲は

実計測された有義波高に伴い0．18m≦H玉／3≦1．i8mとした。また，φ1／3は，1／3

最大横揺れ角振幅を表す。

　　　　　　　　φ・／3－24・03∬・／3－2・16（0・18≦H・／3≦L18）　　　（5・36）

　これにより得られた回帰直線の有義波高の項（私β）に，簡易推定式Hを

用いて推定した有義波高の値を代入し，・1／3最大横揺れ角振幅の推定を行っ

た。すなわち，風速および吹送距離のみの情報から，供試船「ひよどり」の
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1／3最大横揺れ角振幅の推定を行うこととなる。なお，簡易推定式Hの推定

結果を用いたのは，本章で使用した有義波高の推定方法の中で最良の推定

精度を示したためである。

　Fig．5．22及びFig．5．23にそれぞれ有義波高と平均横揺れ角振幅（ψ）及び，有

義波高と最大横揺れ角振幅（転、．）の応答関係を示す。それぞれの回帰直線

は以下の（5．37〉，（5．38）式に示す。回帰直線の有効範囲は有義波高と1／3最大横

揺れ角振幅の応答関係と同様に0．18m≦∬1／3≦1。18mである・これにより，同

様に平均横揺れ角振幅及び最大横揺れ角振幅の推定を行った。
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5－4－2　結果及び考察

　Fig．5．24に1／3最大横揺れ角振幅の推定結果を示す。有義波高の推定結果と

同様に許容誤差の目安として±5degの範囲に点線を引いている。

　上でも記しているように，Fig。524に示す結果は有義波高と1／3最大横揺れ

角振幅との応答関係より得られた回帰直線（（5．36〉式）に，本章で提案した

簡易推定式∬により推定した有義波高を用いて得られた結果である。7deg

前後で多少の過小推定および過大推定が見られた。しかしながら10deg以上

では推定結果のほとんどが許容誤差の目安内であり，振幅が大きくなるに

つれ推定精度が高まる結果となった。7deg前後における推定誤差は，有義波

高の推定を行った上で生じた誤差が影響したものと考えられる。風速および

吹送距離のみの情報から有義波高のみならず船体動揺まで推定を行うこと

ができるとともに，十分な推定精度を示すことができたと考えられ，事前

に操業海域の情報を得ることが出来るならば有義波高のみならず，船体動

108



20

　b雄
の

ε
四
覆10
轄

　　　　　　　　　　　　／
　　　　　　　　　　　ノ
　　　　　　　　　　　／
　　　　　　　　　　／！

　　　　　　　　／　　歪3　　／
　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　／
　　　　●　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　！
　　　　　　　！　　　　　　　　　　　o／
　　　●　　　　　●　　！　　　　　　　　　　　　／
　　　　　　！　　　　　　　　　　ゐ　　　　●　／　　　　　、　　／
　　　　●β

．■・●／
　／苓ボ．．－！

／ψ，　　　／
！壷．●－／
　　　ら6D●！9

　　．・／・　RMSE＝3．59［deg1
　　　　‘
　　●　冶
　●

　　　　　　　　O　　　　　lO　　　　20

　　　　　　　　　　　　　　　実測値［deg］

Fig．5．24　Rel哉tionship　betweeB　observed　and　estilnated　double　amplitude　of　the1／3

　　　　　　　　heighest　ship　ro至l　angle　with£ormula（5．36）

揺まで把握することができるものと期待できる。

　同様に，Fig．5．25，Fig．5．26に平均横揺れ角振幅及び最大横揺れ角振幅の推定

結果を示す。

　平均横揺れ角振幅の推定においては，1／3最大横揺れ角振幅の推定結果と

比較して，RMSEも3．59degから2。35degに下がり，推定値の大半が誤差の目安

内に収まった・これは，平均値及び1／3最大値共に，振幅の平均をとっている

ことが要因であると考える。

　また，最大横揺れ角振幅の推定においては，実測値で30deg前後では高い

推定精度を示しているものの，20deg以下において大きな過大推定，過小推

定が多く見られた。これは，1資料巾最大値を示した1振幅のみを扱ってい

るため，突発的な波浪等による船体動揺がその原因と考えられる。
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5．5　結言

　東京湾における有義波高の推定では，従来提案されてきた推定式では十

分な精度を得ることができなかった。これは本研究で目的としているのが小

型漁船への影響であり，対象とした資料が比較的低い波浪であったこと，ま

た，東京湾という陸地に囲まれた狭い海域であったことなどが原因であると

考えられる。また，第三世代波浪推定モデルであるSWAN68・69）やエネルギー

保存則を用いた有義波高の推定方法，また，ニューラルネットワークを用い

た有義波高の推定等70・71・72・73・74，75・76・77・78）の研究報告もあるが，実際の現場

において誰しもが簡便に推定を行えるという観点から，本研究では用いて

いない。

　本章で提案した簡易推定式1を用いた推定結果では，Wilsonの推定式を用

いた際に見られたような過小推定は軽減されたものの，突出した課題推定

等が認められ，全体的な推定精度は従来法を下回る結果となった。また，パ

ラメータ推定に線形最小二乗法を用いたため，パラメータの値に物理的問

題が発生するなどの現象が見られた。

　一方，本章で提案した簡易推定式Hでは十分な推定精度が得られ，線形最

小二乗法を用いたときのようなパラメータの値が負になる等の問題を回避

することができた。最急降下法という非常に単純な手法で高い精度の推定

式が得られたため，波浪等のデータさえあれば，同様にして海域毎の推定

式を容易に作成することが出来るものと期待できる。さらに風速および吹

送距離のみの情報から有義波高を容易に計算することができるため，実用

上非常に有効的であると考える。また，推定した有義波高から，船体動揺の

予測まで行うことができ，東京湾での有効性を確認できた。

　また，簡易推定式H’では簡易推定式1と比較すると，非常に高い推定精

度を得ることが出来たものの，過小推定等の問題もあり，簡易推定式Hほど
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の推定精度とはならなかった。

　さらに，有義波高の各推定式の特性は，Wilsonの四つの推定式が吹送距離

と風速の両者の影響を強く受けているのに対し，本研究で提案した簡易推

定式H及び簡易推定式1ラでは吹送距離の影響が少ない結果となった。その

分風速の影響を強く受けており，東京湾という陸に囲まれた海域であるこ

とが要因の一つであると考える。また，負の値を示したパラメータを持っ

簡易推定式1では，吹送距離が大きくなるに従い，推定値が小さくなる傾

向が見られた。以上のことより，推定精度の最も高かった簡易推定式Hを使

用する際は，風速の値がより重要となることを考慮しておく必要があると

考える。

　今後，本研究で得られた簡易推定式等を現場にフィードバックを行えるよ

うな環境を設け，情報を提供するごとができれば，東京湾における小型漁船

の安全操業への一助となるものと考える。

112



第六章　総合考察

　再三述べているように，現在の日本における漁船ではその大半が20トン

未満の小型漁船であり，さらに5トン未満がそのほとんどを占めているのが

現状である。そのためlm前後の比較的低い波高でさえ，大動揺を引き起こ

す可能性があり，小型漁船における安全操業に支障を来す可能性が十分に

考えられる。しかしながら，このような比較的低い波浪を対象とした研究

報告は少なく，大型船に影響を及ぼすような波浪に対する研究報告が多く

なされている。

　そこで本研究ではこのような1m前後の波浪に着目し，その特性を把握し，

簡便に精度の良い推定を行い，小型漁船の安全操業への一助となることを

目的として行った。

　まず，本研究で用いた海面変位資料の計測方法，また，これにより得られ

た資料の統計的処理等について述べた。本研究で用いた解析資料は，東京

海洋大学実習艇rひよどり」の船首先端に設置したマイクロ波式波高計に

より計測された海面変位であり，一回の計測時間は819．2sであり，サンプリ

ング周期は0．1sである。海面変位の代表値の算出にはゼロアップクロス・ゼ

ロダウンクロス法を使用した。本研究で使用した解析資料は有義波高が最

小で0．18mで，最大で1．18mであり，さらに最大波高では2．24mを示す資料を

得た。

　また，風速は船体に設置されている風速計により計測しており，吹送距離

は風速と同時に計測された風向より，陸地の端から計測を行っている船舶の

位置までの距離を吹送距離と定義した。なお，計測された平均風速の最大値

は11．77［m／s］あり，そのときの船体動揺の資料は船体横揺れ角（両振幅）で，

最大40．5degを示しており，操業に支障を来すような大動揺を生じているこ

とがわかる。
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　次に，短時間で区切った時系列のパワースペクトルでは，パワースペクト

ルの帯域幅を示す帯域幅パラメータεの値に短時問ごとの大きな変化は無

かった。すなわちパワースペクトルの帯域性がほとんど変化しないことを示

す結果となった。しかし，パワースペクトルのパワーのピーク周波数帯が短

時問ごとに変化する結果となった。すなわち，819。2s（約14分）の間にもパワー

スペクトルのピークの周波数帯が変化していることから，小型漁船の横揺

れ固有周期と波浪スペクトルのピークの周波数帯とが近づく可能性が考え

られる。これにより船体横揺れ固有周期と波浪スペクトルのピーク周波数

帯とが同調し，より大きな船体動揺を生じる可能性がある。っまり小型漁

船における安全操業を考えた場合，短時間における卓越周波数の時問的変

化を捉えることも必要であると考える。

　さらに，波浪スペクトルの時間的変化より，波浪が非定常性を有するとい

う説に対して，東京湾においても同様のことが考えられるのか検証し，また

従来のスペクトル法の問題点へまで言及を行った。具体的にはFTサロゲート

データ法を用いて海面変位の資料を基にサロゲートデータを作成し，その

パワースペクトルの時間的変化を確認することにより非定常性の有無につ

いて検証を行った。その結果，理論的には完全な定常であるサロゲートデー

タのパワースペクトルに時間的変化が見られ，原波浪データのパワースペ

クトルの時間的変化のみから非定常性の有無を判断することは困難となる

結果となった。これはパワースペクトルを求める際，理論上は積分範囲が無

限であるのに対し，実際には有限な範囲で積分計算していることが要因の

一つであると考えられる。さらに，・積分範囲を有限で計算することによる

パワースペクトルの分可能の低下も要因の一つであると考える。

　この結果によりスペクトル法の問題点が浮き彫りとなったが，第四章にお

いても用いているように現在も波浪のパワースペクトルを用いた解析法は
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十分有効であり，非常に重要なものである。ただし．上記のような観点から，

原波浪データにおけるパワースペクトルの時間的変化を捉える場合は十分

注意を払う必要がある。

　上記のような問題点もふまえた上で，小型漁船の船体動揺への影響を考

慮し，東京湾における1m前後の有義波高を対象に波浪周波数特性について

調べた。その結果，本研究で用いた解析資料167計測中半数以上において，

パワースペクトルの高周波域がP－M型を示す結果となった。さらに小型漁船

における安全操業に支障をきたすと考えられる有義波高0，5m以上の資料に

おいては，その80％がP．M型を示した。しかし，P－M型を基にしたITTCスペ

クトル，およびISSCスペクトルといった従来用いられてきた近似式では，東

京湾における有義波高1m前後のパワースペクトルを全周波数域で表現する

ことが困難である場合が多い結果となった。本研究で対象とした比較的低い

有義波高において，特に0．5m以上ではその多くの資料がパワースペクトル

の高周波域においてP－M型を示したことから，今後P－M型を主とした東京湾

モデルの構築が必要であると考える。ただし，東京湾における波浪を考慮

すると十分に発達していない可能性があり，パラメータとして吹送時間，お

よび従来式で用いられていない有義波周期等を取り入れた東京湾モデルの

構築を進めていくことが妥当ではないかと考える。

　上記に記したように，小型漁船の船体動揺へ影響を及ぼすような比較的

低い有義波高を対象とした東京湾の波浪スペクトルに関しては，従来の近

似式では表現することが困難であり，パワースペクトルのピークの周波数

帯も短時間で変化する可能性がある結果となった。今後，新たな近似式，お

よび短時間における卓越周波数を捉えることが，小型漁船における安全操

業の確保という点からも重要であると考える。

　さらに，小型漁船の安全操業を目的とした東京湾における有効な推定式
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等の研究報告が見あたらないことから，本研究では，東京湾における1m前

後の有義波高を対象にした簡易推定式の提案を行った。

　比較対象として，同じような実験式であり，広く普及しているWilsonの推

定式を用いた。しかしながら，東京湾においては，広く普及しているWilson

の推定式では十分な精度を得ることができなかった。これは，Wilsonの推定

式が外洋での観測データを基に作成されており，本研究で目的としている

のが小型漁船への影響であるため，対象とした資料が比較的低い波浪であっ

たこと，また，東京湾という閉鎖された海域であったことなどが原因である

と考えられる。

　それに対し，本研究で提案した簡易推定式では十分な推定精度が得られ

た。さらに提案式は風速および吹送距離のみの情報から容易に計算するこ

とができるため，実際の現場において簡便に有義波高の推定が行えること

より，実用上非常に有効であると考える。

　また，有義波高と船体動揺の応答関係から上記で推定した有義波高を用

いて船体横揺れ角の推定を行った。この結果より，多少の推定誤差は見られ

たが，推定した有義波高を用いていること，また，波浪と船体動揺の単純な

応答関係から推定しいることを考慮すれば精度の高い推定が行えたものと

考える。つまり，風速および吹送距離のみの情報で船体動揺の推定まで行え

るため，実際の現場における安全操業において大いに貢献できるものと考

えられ，東京湾での有効性を確かめることができた。

　小型漁船の安全性を対象とした東京湾における波浪の研究報告がほとん

ど見られないことから，本研究ではこのような波浪を対象に，その特性お

よび推定方法等について述べているが，スペクトルのパワーを有するピー

クが時問的に変化することからも考えら．れるように・たとえ低い波浪であっ

ても船体の横揺れ固有周期と波浪の周期とが同調すれば大きな横揺れが生
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じることが考えられ，危険な状態に陥る可能性が十分考えられる。そのた

め，今後東京湾におけるスペクトルの近似式等の提案が必要であると考え

る。さらに，本研究で提案した有義波高の簡易推定式を普及させることに

より，東京湾における小型漁船の安全操業に寄与できるものと期待できる。
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